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　梅は，1906 年 7 月から 1910 年 8 月までの夏と冬の休みを利用して，全部で




































（2）　朝鮮総督府中枢院『朝鮮旧慣制度調査事業概要』昭和 13 年 2 月（本書は，中枢院とその前身
たる機関で行われた，前後 30 余年にわたる旧慣制度調査事業の概要を記したものである）1 頁
以下参照。



















梅は遅くとも 1906 年 7 月 11 日までにはソウルに来ていたし，早くから立法と
そのための慣習調査をすべき役目を負っていたと考えられる。







26 日よりわずか 12 日間の短少の時日に燃えるが如き酷暑を冒し，きわめて急
速に調査をしたとのことが書かれ，強行軍であったことが窺える。とくにそこ
で言及された同年 7 月 24 日に配布されたとされる調査事項は 10 項であり，第
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　慣習調査は，まず同年 7 月 23 日に，京城理事廳において午前 11 時に開始し






）。同月 28 日には，開城府において午後 6 時に開始し午後 8 時 5
分に終了したが，この調査では一部の会長の説明および質問が記録されている。
同月 30 日には，午前 10 時から午後 0 時 30 分まで平壌観察府での調査が行わ




　引き続き，同年 8 月 1 日には，水原観察府において午前 10 時 45 分に開始し
（午後 0 時 40 分に休憩を入れて），午後 3 時の再始の後に午後 4 時 50 分に終了
した（一部の会長の説明および質問が記録される）。同月 3 日には，大邱観察
府において午前 9 時 40 分から午前 11 時 40 分まで，同月 4 日には，釜山理事
廳において午前 9 時 40 分から午前 11 時 35 分まで，さらに同月 5 日には，馬







の平壌と開城は鉄道の京義線が 1906 年 4 月 3 日に開通しており，京仁線と京
釜線はすでに開通していたほか，馬山が選ばれたのは釜山から馬山までは，馬
山線という名前で釜山近くの京釜線の駅である三浪津から馬山まで 1905 年 5
（6）　同日午後 2 時には政府土地所関法調査委員会を政府に設置し，梅博士が往参するとの当時の
新聞記事がある（皇城新聞 1906 年 7 月 24 日の記事）。
（7）　同日または翌日の 27 日には京城に復帰した。とくに，1906 年 7 月 27 日の内謁見始末では，
伊藤とともに梅の謁見のことがあり，伊藤がその日のすべての謁見を終えたのは午後 7 時とされ




























































，1907 年 7 月にはその調査を急速に結了




















1907 年刊行とされる，法典調査局が出版した 53 頁からなる『不動産調査報告
要録』を指す。同書のはしがきに，これは不動産法調査会が調査した韓国の不





くみられる。前者の 2 頁以下と後者の 74 頁以下，24 頁の表と 68─69 頁の表





















皇城新聞 1906 年 8 月 21 日の
記事
　　　8月25日 梅博士が満州視察のため 8 月








皇城新聞 1907 年 1 月 12 日の
記事
　　　1月15日 梅博士が帰国 大韓毎日新報 1907 年 1 月 18
日
　　　7月19日 1907 年 7 月 16 日に立って 19
日に貴地に着く
梅博士が伊藤統監に送った電
報（同年 7 月 15 日午後 7 時
55 分 発 送，同 午 後 10 時 15
分着）






郎　局 発 第 98 号［1908 年 8
月 10 日］




皇城新聞 1910 年 8 月 17 日の
記事
　　　8月 梅博士危篤 皇城新聞 1910 年 8 月 23 日の
記事














1906 年後半から 1907 年はじめにかけて，1906 年 9 月 24 日法律第 5 号で「利
息規例」，同年 10 月 26 日勅令第 65 号で「土地家屋証明規則」，同年 11 月 2 日
には法部令第 4 号で「土地家屋証明規則施行細則」，同年 12 月 26 日勅令第 80
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　引き続き，1906 年 8 月 15 日午前 10 時 15 分に統監官舍で開かれた韓国施政
改善ニ関スル協議会第 10 回において，法部大臣により提出された不動産法所
関法を伊藤は一読の上，梅に審査せしめ，梅によりその修正案が提出された。





































交換・譲与・典当ニ関スル法律」が出され，これを元にして 1906 年 10 月 16
日にいったん法律第 6 号として「土地建物ノ売買・交換・譲与・典当ニ関スル
法律」が成立したが，結局この法律第 6 号は施行されることなく，1906 年 10
月 26 日に勅令第 65 号として「土地家屋証明規則」が制定・施行された。ここ
ではまず，法部案，梅修正案，法律第 6 号さらには土地家屋証明規則の四つを
若干比較しておきたい。
　梅修正案 1 条と法部案 3 条（法部案 1 条と 2 条は目的と不動産の範囲に関す
る規定），2 条と 4 条，4 条と 5 条，5 条と 6 条，6 条と 7・8 条が，それぞれ同
様な内容である。梅修正案 3 条（契巻なき場合の理由書の提出に関する条文）
と 7 条（物権変動の意思主義に関する条文。法部案 12・13 条が売買契約が無
効とするとしたことに対する修正）は法部案に該当条文がない。また，8 条と
10 条（共有者の 3 分の 2 の同意），9 条と 11 条は似ているが，10 条以下と 12
条以下の罰則に大きな差異がある。なお，家族不動産の場合の戸主の同意が必
要とする法部案 9 条および法部案の付則 23 条（不動産につき本法に規定がな
いと現行諸法令によるとした規定）につき，梅修正案はそれぞれ削除している。












において，それまでにはなかった（法律第 6 号より 10 日後に）外国人にも土
地所有権を認める規定がはじめて導入されたのである。その他，手続に関する





　1895 年 6 月 19 日の承政院日記によれば，法部法律起草委員の任命のことが
















（15）　皇城新聞 1906 年 7 月 16 日によれば，土地所関法起草委員会を英語学校に置くとの記事があ
り，英語学校の前身は育英公院で，その前身はドイツ領事館のところなので，現在は寿松公園あ
たりということになる。
（16）　承政院日記によれば，この任命は同年 5 月 22 日とのことである。










　さらに，1906 年 7 月 13 日には，土地所関法起草委員が韓国政府内で任命さ
れた
（20）
。先にみたように，韓国施政改善ニ関スル協議会第 9 回（同年 7 月 23 日）
で李法相は法部の案を 8 月までに提出するとし，その後に総 24 カ条（付則 2
カ条）の法案を提出した。これを梅が検討したわけである。この土地所関法起







制定前に作られた建物売買譲渡規則（明治 8 年 9 月 30 日第 148 号布告）と土










作を残している数少ない存在である」と評している（その他，同書 57 頁の注 68）に履歴が詳し
い）。なお，大正 2 年 6 月 10 日に従五位勲五等から正五位に叙任されている（朝鮮総督府官報大















































































（28）　鄭 然 泰，大 韓 帝 国　後 期　不 動 産　登 記 制 度의 近 代 化를 둘러싼 葛 藤과 그 帰 結， 
법사학연구 16 号（1995）96 頁。
（29）　鄭・前掲注 28）102 頁以下。
（30）　なお，1906 年 12 月 26 日勅令第 80 号による土地家屋典当執行規則の第 2 条は，「土地家屋
を目的とする典当執行に対しては流質契約を締結することができる」と定めていた。梅はそのと
















　1907 年 12 月 23 日，「不動産法調査会」は勅令第 61 号の「法典調査局管制」








ば，法典調査局に変わる直前の 12 月 18 日に，梅の名義で下森久吉を不動産法





とについては，1907 年 1 月 29 日の法部令第 2 号による土地家屋典当執行規則施行に関する細則




























果は 1912 年 3 月 18 日制令第 7 号で制定される朝鮮民事令の参考資料となった。
刑法については大体の方針を決定しただけで，起案までには至らず，その事務

































　このような照会は，1909 年 2 月，京城控訴院民事部より，法典調査局に慣
習調査の照会があったのが初めてで，裁判所その他官庁から多くの慣習の照会
があった。これら照会に対する回答は，1933 年 9 月までに累積して 300 件を
超えたので，その整理作業を行うことになる。これらの回答の整理は，以下に
も出る，高等法院の野村調太郎判事と喜頭兵一判事に委嘱し，1933 年 12 月に
民事慣習回答学説彙集として発刊された。






































































（36）　韓国の歴史学者の論文である，이승일 , 일제 강점기 한국관습조사자료의 소장 현황과 











まれで（生年は不詳），1910 年 8 月 6 日に統監府巡査となり，1915 年 5 月 1 日






























（38）　심희기 , 동아시아 전통사회의 관습법 개념에 대한 비판적 검토 – 일본식민지 당국에 의한 
관습조사를 중심으로 - , 법사학연구제 46호 , 2012，205 頁以下。
（39）　同・208 頁。
（40）　同・212 頁。






































（45）　문준영 , 경성공소원（京城控訴院）민사판결원본철을 통해 본 한말의 민사분쟁과 재판 , 
































































料室の星亨関係文書によれば，1894 年 3 月 21 日に任命，同年 8 月
から 2 ヶ月間に請暇，同年 11 月 15 日に顧問官の解約）が法部顧問
となる。





























1910年3月18日 朝鮮総督府裁判所令（部令第 26 号）の改正により，地方法院（地
方法院支庁を含む），覆審法院，高等法院という体制となる。
2　梅と裁判制度










































。 この中で四番目は総則 4 カ条と第 2 編民事訴訟法まで完
成し，刑事訴訟は手つかずのままだったもので，その第 2 編だけが 755 カ条の
民事訴訟法案となった。これが原案でその中から破産を除いたのが 577 カ条の
法案である。原案は 547 条から 755 条までの破産編があったが，法案は破産の









































































［追記］本稿は，2016 年 10 月 1 日にボアソナード記念現代法研究所で行われ
た講演の原稿を加筆・補訂したものである。当日，司会をやっていただき，ま
た本稿をしたためることをすすめて下さった岡孝先生に謝意を表したい。
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